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 平成２３年３月７日 

報道関係各位  

日本電気株式会社 

 

個個個個々々々々のののの果物果物果物果物をををを写真写真写真写真でででで識別識別識別識別できできできできるるるる技術技術技術技術をををを開発開発開発開発  

～産地偽装の防止に向けた、安全・安心なトレーサビリティの実現へ～  

 

 ＮＥＣはこのたび、大量の果物の一つ一つを、写真から高精度に識別できる、

農作物の照合技術（アグリバイオメトリクス、注１）を開発しました。  

 

本技術は、世界トップレベルであるＮＥＣの指紋・顔認証技術を応用したもの

で、果物の外観を撮影し、表皮の模様を基に、個々を識別できます。  

本技術により消費者や販売業者は、バーコードラベルや電子タグを用いること

なく、生産者が出荷前にカメラで撮影し登録した写真と照合するだけで、栽培記

録や産地などの情報を入手できます。これにより流通過程における産地偽装の防

止と、安全・安心なトレーサビリティ（注２）の実現に貢献します。  

 

本技術の検証のために、約１８００個のメロンを撮影した写真を用いて実験を

行い、１００万個を識別可能な照合精度（注３）を実現しました。  

 

本技術の特長は以下の通りです。  

 

１．指紋認証技術を応用して、個々の果物の模様を認識できる技術を開発  

指紋認証技術で培った独自のパターン認識技術を応用し、果物の表皮の模

様を基に、人間には判別が困難な個々の果物を高精度に照合できる技術を開

発。果物表皮の模様は、栽培過程で自然に生成されるランダムなパターンで、

同一品種でも一つ一つすべて異なるため、外観のみで個々を識別可能である

とともに、偽装が極めて困難。  

 

２．顔認識技術を応用して、斜め向きの写真を正面に補正する技術を開発  

顔認証技術で培った３次元映像認識技術を応用し、農産物の撮影方向を自
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動的に補正する技術を開発。最大２０度まで斜めから撮影した写真でも、正

面から撮影した写真に補正できるため、店頭や栽培現場など、撮影方向を一

定にすることが困難な場所でも、市販のカメラで簡単に照合可能。  

 

近年、食品や農産物において、産地や栽培履歴の情報の偽装や誤表示などの問

題が増加しています。そのため、個々の農産物にラベルや電子タグを付けて情報

を管理していますが、取り付けにコストがかかる上、ラベルの貼り替えや中身の

入れ換えなどの偽装のリスクがあります。これに対して、ＤＮＡ鑑定や元素分析

で産地を証明する方法が利用されていますが、日常的な対応は困難です。  

 

このたび開発した技術は、個々を識別することで上記の課題を解決します。  

 

ＮＥＣでは他の農水産物への展開など、今後も本技術の研究を進め、２～３年

後の実用化を目指します。また、本技術を流通管理だけでなく、農業現場からマ

ーケティングまで、サプライチェーン全体を支援するクラウドサービスとして提

供するため、応用技術の開発を進めてまいります。  

 

なお、ＮＥＣは本技術を、本年３月８日から１１日まで東京ビッグサイト（東

京都・江東区）にて開催される「リテールテックＪＡＰＡＮ」で展示します。  

 

以 上 
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注１ アグリバイオメトリクス 

生体が持つ個体特有の特徴、特に人の指紋、顔などの特徴は「バイオメト

リクス」と呼ばれるが、同じく生物である農産物の個体毎の特徴を指す。 

 

注２ トレーサビリティ 

製品を、製造から流通、販売に至る過程において追跡できるようにし、ど

こで、何が、どのように行われたかなど、その履歴に関する記録を照会で

きること。 

 

注３ メロン約１８００個を市販の携帯電話内蔵カメラで撮影して行った実験で、

偽物を本物と間違える確率１００万分の１、本物を偽物と間違える確率は

０．４％を達成。 

 

 

＜本件に関する報道関係の方からのお問い合わせ先＞ 

ＮＥＣ コーポレートコミュニケーション部 山梨 

電 話：(０３)３７９８－６５１１（直通） 

E-Mail：r-yamanashi@ct.jp.nec.com 

 

＜本件に関するお客様からのお問い合わせ先＞ 

ＮＥＣ 知的資産Ｒ＆Ｄ企画本部 広報グループ 

http://www.nec.co.jp/contact/ 

 

私たちＮＥＣグループは、 

「人と地球にやさしい情報社会をイノベーションで実現する 

グローバルリーディングカンパニー」を目指しています。 




